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これまでの労働政策審議会雇用環境・均等分科会での主な御意見 

 
 
１．女性の職業生活における活躍の更なる推進 
⑴ 女性活躍推進法の延長 
・ 日本のジェンダーギャップ指数は先進国の中で最下位である等、未だ課題があることを

踏まえると、女性活躍推進法の期限は延長する必要がある。 
・ 女性が働きやすい環境整備は着実に進んできているが、L 字カーブ、管理職比率、男女

間賃金差異といった課題は残されている。企業の取組を推進・支援するという点で女性
活躍推進法に基づく取組は重要であるため、延長に異論はない。 

・ 中小企業においても深刻な人手不足の状況にあり、女性活躍を推進していくことは重要

であるため、女性活躍推進法の期限延長に異論はない。 
・ 女性活躍推進法が制定されてからこれまで、各種法制度の見直し・充実をさせてきた。

期限延長にあたっては、そうしたことを整理した上で、これからの女活法のあり方につ
いての考え方をまとめていく視点が重要ではないか。 

・ 期限を単に延長するのではなく、行動計画推進の PDCA サイクルの充実をはじめ、男女
間格差是正の実効性の向上が必要。 

・ 取組の更なる推進に当たっては、業種・業態や企業規模による取組の難しさや、男性社
員に対する理解促進という点にも配慮すべき。 

・ あらゆるハラスメント対策の強化、職場社会の意識改革、長時間労働を前提とした働き
方の見直し等は、性別にかかわらず必要不可欠な取組であり、併せて推進していく必要
がある。 
 

⑵ 中小企業における取組の推進 
・ 中小企業の多くが、女性活躍推進に向けた取組が重要であると考えている。一方で、規

模が小さい企業ほど、自社にノウハウがないために、十分に取組実施ができていない。
負担が増えるだけで具体的な取組は難しいという実態を踏まえ、まずは取組に対する支
援を進めるべきで、100 人以下規模企業の行動計画策定に関しては、引き続き努力義務
とすることが適当である。 

・ 中小企業における自主的な取組を促進することは人材確保の観点からも大切であり、好
事例発信やコンサルティング支援をしっかりと進めていくべき。コンサルティング支援
においては、どのような能力を有する者が対応できるのかも定める必要があるのではな
いか。 

・ 形式的に義務を遵守させるのではなく、行動計画策定のハードルを下げる必要がある。
また、行動計画策定によるメリットを中小企業に実感してもらえれば、取組促進にもな
るのではないか。 

・ 努力義務企業でも、約 8 千社は行動計画を策定している。将来的には中小企業を含めた
全ての企業における行動計画策定を目指して、支援が必要。また、行動計画の策定、格
差の是正の実効性を向上させるため、すべての企業に対して経年で効果があったかの測
定を支援するツールの提供等、支援が必要。 

 
⑶ 女性の職業生活における活躍に関する情報公表の充実 
① 男女間賃金差異の情報公表の拡大 
・ 全ての女性の活躍という観点から、男女間賃金差異は、企業規模にかかわらず是正して
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いくことが重要であるため、情報公表義務の対象企業拡大が必要。 

・ 男女間賃金差異の数値の公表だけでは格差是正にはつながらない。一連の取組を格差是
正につなげていくために、説明欄を活用し、要因分析や是正に向けた取組の記載を促す
べき。 

・ 男女の人事評価の結果における差異など、賃金格差の要因となるような状況把握の任意
項目についても、基礎項目として把握することが必要。要因分析及び是正においては、
労使でしっかり点検し、改善に取り組むことが重要である。 

・ 業種や業態固有の課題、是正に向けた取組などを説明欄に記入することを促していくべ
き。 

・ 男女の賃金の差異について、詳細分析を行った企業の方が、「賃金差異改善に向けた社
内の意識向上」、「新たな取組の実施や制度の創設」に繋がった企業の割合が高いという
データもある。状況把握や要因分析のためのツールの提供など、取組を促すための支援
を行っていくべき。 

・ 男女間賃金差異及び女性管理職比率は、公表すること自体が目的ではなく、要因分析と
改善のための取組が重要である。分析を行うリソースが中小企業にはないということを
踏まえる必要がある。今のままでは負担感のみが増えてしまうのではないか。 

・ 情報公表によって求職者に与える印象は気になる。人数規模が小さく定期的に採用を行
っているわけではない中小企業においては、母数が影響する部分が大きい。また、大企
業に比べて打てる手も多くない。中小企業での取組も進めていくことは重要だが、義務
の拡大は、実態を踏まえた慎重な検討が必要であると考える。 

・ 大企業での取組の中から、中小企業でも進めていけるような事例の共有や、取組への支
援を進めるのが先ではないか。 

・ 賃金差異の情報公表拡大について、説明欄の活用は重要と考えているが、企業負担の面
から、主要な共通する内容を例示して選択式にするといったことを考えてもよいのでは
ないか。 

・  
② 女性管理職比率等の情報公表の義務化等 
・ 女性管理職比率は一定程度増えてきており、女性の採用数も増えているが、管理職相当

の人材になるまでの育成には時間を要するので、管理職比率をあげるのには一定の時間
を要する。また、個人の事情や意思にも影響されるということも考慮する必要がある。
一律に公表を義務化することが管理職比率上昇に寄与するのか、慎重な議論が必要。 

・ 例えば製造現場や技術系・技能系の職種では、企業が女性社員や女性管理職の増加に取
り組んでもなかなか成果につながらず、相当の年数がかかるということで苦慮している
状況がある。男女別管理職登用比率を参考値として記載することは、あくまで任意とす
べきである。 

・ 女性管理職比率の低さは男女間賃金差異の大きな要因の一つ。女性のキャリア形成をは
じめ女性活躍推進の観点からも、取組の加速化が必要であり、公表を義務化すべき。 

・ 対象となる企業規模については、PDCA サイクルを回す上で、行動計画の策定と情報の

公表を一体的に取り組むことが有効であり、行動計画策定が義務付けられている企業に
合わせることが考えられる。 

・ 新たに説明欄を設けた上で、男女別管理職登用比率を参考値として記載することが必要。
差異の要因分析結果や、是正に向けた取組も記載することが必要。 

・ 女性管理職比率の公表においては他社と比較できることが重要であり、不適正な計上を
防ぐ観点からも、説明欄に厚生労働省が示す管理職の定義に沿う旨や、計上している役
職呼称名を明記することが必要。 

・ 管理職について、企業で組織のフラット化やジョブ型の導入が進み、マネジメントも変



3 

化している。「課長」「係長」などではなく、「マネージャー」としていたり、専門職の

役職も増えている。独自の役職名を用いているところも多い。管理職の定義については、
各社の事情に応じて適切に管理職数を計上できる運用や周知が必要である。 

・ 説明欄に役職の呼称名を記載することについて、全ての役職を記載するとなるとかなり
の数に上ることが想定されるので、実務面は配慮していただきたい。 

 
③ 情報公表必須項目数 
・ 企業が情報公表をする際に期待することの１つは、採用上の効果だと思うが、現状では

この効果は大きくなく、男女間賃金差異の公表の拡大や管理職比率の公表義務化も議論
されている中では、企業負担の面から、項目数の拡大には慎重であるべき。 

・ 項目数は増やすべき。また、少なくとも状況把握項目の基礎項目に関連する項目の公表
を必須とするのが適切ではないか。さらに、状況把握において雇用管理区分ごととなっ
ている項目については、公表においても同様に雇用管理区分ごととすべきではないか。 

 
④ 女性の活躍推進企業データベース 
・ データベースの認知度が高いとは言えない状況にあり、これを高めていくことが前提と

なる。データベースへの公表が企業にとってメリットとなることが分かれば、自ずと取
組は進んでいくと思う。一律に数値が比較される環境には、懸念を感じている。 

・ 企業によっては自社 HP の更新頻度が高くないようなケースもあることから、情報公開
義務がある企業に対してデータベースの活用勧奨を推進することは必要であるが、一方
で一覧性や比較等のために登録を義務化することは行き過ぎではないか。 

・ 事業主が他社と比較して課題を認識し、是正に向けて PDCA サイクルを回していくこと
が重要。求職者の職業選択にも資する観点から、一覧性を高めるとともに、登録内容を
経年比較できるようにデータベースを機能強化することが必要。経年比較できるように
することでエラーチェックも可能となり、正確性の確保にもつながる。 

・ 企業の HP かデータベースかのどちらかで良いという公表の仕方については、一覧性向
上の観点から課題があるため、データベースでの公表を原則とすることが必要ではない
か。併せて、データベースの認知度を高める取組が必要である。 

・ 企業によっては、自社 HP に充実した情報を掲載している。こうした企業の場合、女性
活躍データベースに企業 HP のリンクを貼って代替することも認めていただきたい。ま
た、データベースの情報をえるぼし認定の手続の際に連携できる機能があればよい。 
 

⑷ 職場における女性の健康支援の推進 
・ 事業主が性差の特徴に応じて健康支援に取り組むことは重要。国として性差による健康

課題の実態把握や企業の健康支援の状況を把握・分析したうえで、事業主に対して、必
要性を周知し、取組を支援していくことが必要である。具体的な取組としては、労働者
のヘルスリテラシー向上のための研修、健康支援に関する制度の創設、管理職などへの
研修などが考えられる。 

・ 女性活躍推進法は定量的に状況把握、情報公表を行う法律上の仕組みとなっていること
から、行動計画策定指針に健康に関する要素を盛り込むことが適切なのか、盛り込む場
合どのような要素が適切なのかは慎重に検討すべき。労働者の健康情報に係る項目は、
プライバシー保護の観点から盛り込むべきではない。 

・ 特定の社員に限定した休暇制度の拡充などは全社の理解を得られにくい。女性だけでな
く労働者全体の健康支援といった取組を検討していくことも必要。男性のヘルスリテラ
シー向上も重要であり、それに資する情報発信やコンテンツの提供等も検討すべき。 
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⑸ えるぼし認定制度の見直し 

・ 認定制度はインセンティブも設けられているため、あくまで結果で判断すべき。健康課
題に対応する相談窓口の設置や、休暇制度などの健康支援に関する制度の創設を、プラ
ス認定に盛り込むことも考えられるが、労働者の健康情報に係る項目はプライバシー保
護の観点から盛り込むべきではない。 

・ 認定制度を広く社会に周知することが必要。 
・ １段階目は数社しか認定がないという状況を踏まえると、全ての段階が必要なのか。１

段階目に関しては、頑張っている企業に対しもう少しインセンティブを与えられるよう
な見直しが考えられるのではないか。例えば、満たさない基準について２年連続して実
績が改善しているという基準のハードルが高いのではないか。 

 
 
２．職場におけるハラスメント防止対策の強化 

⑴ 職場におけるハラスメントは許されるものではない旨の明確化 
・ ハラスメントは人権侵害であり、法制化されている４種類とは別に、あらゆるハラスメ

ントを行ってはならないことを法律で明確化すべき。仕事の世界におけるあらゆるハラ
スメントを行ってはならないことについて周知啓発を進め、社会的な合意形成をしてい
くことが必要。 

・ ハラスメントの相談件数は高止まりしている。法制化されている４種類のハラスメント
対策の強化についても審議が必要。また、指針やマニュアルの改正・更新も検討が必要。 

・ ILO190 号条約の批准に向けて、既に批准している先進国の状況なども参考にしながら、
引き続き、検討や法整備が必要。 

・ 昨今、働く中で個人が不快に感じること一つ一つに○○ハラスメントと、名前がつけら
れる状況がある。一般にハラスメントは許されないとの規定によって、ハラスメントの
範囲が過剰に広く解釈されることで、却って混乱を招く恐れがある。慎重に検討し、対

象となる行為の範囲や行為者を明確化することが不可欠。 
・ 職場におけるハラスメントは許されるものではないことを明確化することには異論はな

い。 
・ 職場におけるハラスメントは許されるものではない旨を法律で明確にすることについて

は、それがどのような効果をもたらすのかということと併せて検討する必要がある。職
場におけるハラスメントは許されるものではないという趣旨を社会において定着させる
原動力にする意味合いや、各種ハラスメント対策について一体的に運用していくべきこ
とをはっきりさせる意味合いも考えられる。 

・ 職場での取組も重要だが、社会全体でも進める必要がある。社会と職場の意識のギャッ
プが大きくなることが懸念されるため、職場だけではなく、社会全体でも議論を喚起す
ることが重要。職場と社会の間で認識のギャップが大きくなると、企業の中での対応も
難しくなってくる。社会全体での議論・対策を併せて検討しながら、職場での法的措置
も進めていくべき。 

・  
⑵ 顧客、取引先等からの著しい迷惑行為等（カスタマーハラスメント）対策の強化 
① 雇用管理上の措置義務の創設 
・ カスタマーハラスメントについて、対策を進めている企業は未だ一部にとどまる一方、

被害は広範にわたっている。また、対策を行っている企業では一定の効果が見られるこ
とを踏まえて、事業主の雇用管理上の措置義務とすることが必要。措置義務を設ける場
合、具体的な内容を指針で明確化すべきという点に異論はない。 

・ カスタマーハラスメント対策を措置義務とする場合、現行法に規定されているハラスメ
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ントと同様の内容になると承知。カスタマーハラスメントについて、自社においても、

会社が策定した方針を踏まえて、管理職・担当者が連携して対応しているが、顧客の言
動の態様や頻度によっては、従業員がメンタルヘルス不調を起こしたり、退職に至って
しまうことも懸念される。従業員を守るための雇用管理上の措置は大切であると考えて
いる。 

・ ハラスメントは、元々、刑事・民事上の責任を問いづらい、曖昧なものであるので、事
例を積み重ねていかなければかえって混乱することはあると思うが、カスタマーハラス
メントについて、現在深刻な問題になっているところではあるので、啓蒙活動を推進す
るという意味で、法制化を考えていく良い時期である。 

・ 企業経営の観点から、カスタマーハラスメントに関して、一定の雇用管理上の措置を講
ずることは必要で、内容を指針で明確化することは妥当である。ただし、大企業と比べ
て経営資源に制約がある中小企業には、例えば経過措置の適用も考えるべき。また、中
小事業における取組には、国が積極的に支援していく必要があると考えており、例えば、

フリーランス・トラブル１１０番、下請かけこみ寺等を参考に、中小事業主にわかりや
すく頼りがいのある、ワンストップのサービスが必要ではないか。 

・ 措置義務となった場合に、カスタマーハラスメントについて、社内相談窓口でどのよう
に対応したらよいか手探りになる。特に中小企業では、業種業態ごとに様々な実態があ
るところであり、窓口になった社員が必ずしも専門的知識を有しているとは限らないた
め、負担の大きさや、どこまで対応できるかということに不安を感じている。よりどこ
ろになるマニュアルや支援窓口を示していただけるとありがたい。 

・ 措置義務規定を設ける場合、現行の措置義務規定には、あわせて責務規定があるため、
同じように考えるのであれば、責務規定の在り方も考える必要がある。 

・ カスタマーハラスメントは、関係省庁と協議もしながら、消費者政策や企業間取引の適
正化と併せて、進めていく側面がある。この点、労働立法の観点からどこまで対応する
のかという論点はあるが、基本的に、労働者を守るために必要なことについては対応し

ていくということで、政府全体に係る施策のことも、労働立法の中で関係者の責務規定
などに反映できるか検討する必要がある。 

・ カスタマーハラスメントは業種によりその態様が異なる。犯罪になるようなものもあれ
ば、例えば、航空法の機内安全阻害行為に該当し得る行為等もある。警察庁や業所管省
庁が連携して対策を検討し、必要に応じて業法の見直しも検討する必要がある。 

・ 中小企業を含めた業界ごとのカスタマーハラスメント対策の足並みを揃え一体となって
取り組むため、国が業界ごとの標準的な取組マニュアルを策定する必要がある。 

・ 東京都の条例化の動きと前後して、各業界ごとの取組が進んでいる。各業界や業種によ
って、どのような場面でカスタマーハラスメントが起こるのかは、様々である。業界団
体が、どのような場合にカスタマーハラスメントが起こるのか、どこまでは業界として
正当なクレームとして受け止めるのか、ということを利用者・顧客に示していくことが
有効ではないか。 

・ 国としては、カスタマーハラスメントをなくすという大きな方向性を示すとともに、各

業界業種でのガイドライン策定等の取組をしっかりと後押ししていく、加えて、業界の
取組を進めて行く上で相談できる枠組みを作っていくということが求められるのではな
いか。 
 

② カスタマーハラスメントの定義 
・ カスタマーハラスメントの定義については、今後労使でカスタマーハラスメント対策を

していく上で、よりどころになると考えている。定義を基本としながら、個別の企業の
対策を促していくことが重要だが、併せて業界団体等による業種業態の特性を踏まえた
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ガイドラインの作成、関係省庁が連携した消費者の意識・行動の変容に向けた取組、こ

の３つをセットで取り組むべき。政府による業界団体への支援と消費者への働きかけを
検討すべき。 

・ カスタマーハラスメントの行為者の「利害関係者」について、現時点では例示か限定列
挙か不明だが、限定列挙になるのであれば、施設利用者の親族も「利害関係者」に含め
た上で、過去の相談事例等も参考にしつつ、網羅できるのかを検討する必要がある。 

・ 「利害関係者」について、例えば、企業の人事担当者が、従業員や退職者等から心ない
言動を受けて、心身が疲弊してしまう実態もある。カスタマーハラスメントか、パワー
ハラスメントか判断に迷うところではあるが、こういった事例も踏まえて法整備につい
て検討すべき。 

・ 「社会通念上相当な範囲を超えた言動」について、職場のハラスメントに関する実態調
査では、いずれのハラスメントも、行為者として顧客等（患者やその家族）や、取引先
等の他社の従業員・役員が挙げられている。したがって、カスタマーハラスメントの言

動の内容、手段・態様にはあらゆるハラスメントに係るものを含める必要がある。 
・ 顧客等の第三者に対して、ハラスメントに該当する行為を明確に示す必要があると考え

る。 
・ 「労働者の就業環境が害されること」について、「平均的な労働者の感じ方」を基準と

することが適当であるとされているが、企業で判断する際は、労働者の心身の状況、受
け止め、認識には個人差があるので、丁寧かつ慎重に相談対応・事実確認等を行う必要
がある。 

・ 例示について指針等で示すこととなった場合において、カスタマーハラスメントをめぐ
る状況は日々変化しているので、改めて企業の実態把握を必要に応じて行った上で、実
態に即したものになるようにすべき。 
 

③ 上記のほか指針等において示すべき事項 

・ 消費者等からの正当なクレームは妨げられないこと、特に、高齢者や障害者の、消費者
としての権利に配慮することは重要。例えば教育現場でも、学校に通う子の保護者に障
害等の事情がある場合、配慮が必要との声が上がっている。特に公務、教育、保育、医
療、介護等の業種においては、代替性の有無や行為者の権利も配慮すべき。 

・ 「相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備」について、相談には、他のハ
ラスメント同様に苦情が含まれているか。講ずべき措置の詳細は、他のハラスメント指
針の内容を参考にしつつ、行為者が、顧客や取引先等の第三者であることを考慮して検
討していくべき。 

・ 消費者の利益は、軽視されてしまう傾向にある。すべてのクレームがハラスメントに該
当するわけではないのはもちろん、消費者の利益と両立させていくということが重要。 

・ 消費者のハラスメントが起こるとき、企業や役所で、クレームの処理がうまくできてい
ないということもある。正当なクレームをきちんと処理していく体制を整えることが、
カスタマーハラスメントそのものを減らしていくことにもなる。消費者の意見は伝わり

づらいところもあるという点も考慮して、環境作りを進めていくべきである。 
・  
④ 他の事業主から協力を求められた場合の対応に関する規定 
・ 取引先の労働者に対するカスタマーハラスメントを考えた場合、取引先の事業主から協

力を求められた場合の対応に関する規定がなければ、機能しない。努力義務ではなく義
務とすべき。併せて、セクシュアルハラスメントに係る同様の努力義務も、義務に見直
すべき。また、事業主は、取引先の事業主から必要な協力を求められたことを理由に、
その取引先との契約を解除するなど不利益取扱いを行ってはならないことを、明記すべ
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き。 

・ 必要な協力を求められた事業主は、必要に応じて、周囲の労働者に協力を求めることが
必要になるが、その際協力した労働者に対して不利益取扱いを行わないことを定めて、
労働者に周知することが必要。 

・ 雇用している労働者が取引先の労働者へ実際にカスタマーハラスメントを行っていた場
合、事業主は、その労働者が職場におけるハラスメントを行った場合と同様に、厳正な
対処を行うことが必要。 

・ 他の事業主から協力を求められた場合の対応に関する規定の整備には異論ない。その上
で、セクシュアルハラスメントは明らかに業務と関係ないので対処しやすい一方、カス
タマーハラスメントは契約に基づく業務内容に端を発することが多く、今後の取引のこ
とを考えて協力を求めにくいこともあるのではないか。企業からは、問題があった際に
相談して、具体的なアドバイスをもらえるような窓口があると助かるとの声が多く寄せ
られている。そういった面で、都道府県労働局における支援への期待は大きい。体制拡

充を検討いただきたい。 
・ カスタマーハラスメント対策においては、人事や法務、コンプライアンス等、様々な担

当が連携する必要がある。一方で個人情報保護やプライバシーの観点からどこまで共有
するかも悩ましい問題。取引先との間でカスタマーハラスメント問題が生じた場合の対
応体制や対応の流れについて、モデル事例を周知していただければ取り組みやすい。 

 
⑤ カスタマーハラスメントの防止に向けた周知・啓発 
・ カスタマーハラスメントについて、労働関係法令だけでの対策は難しい面がある。国と

して、消費者の権利に配慮しつつ、消費者の教育も進めていくことをはじめ、総合的な
取組に繋げていくことが必要。 

・ カスタマーハラスメントは、事業主の取組だけでは防止が難しい。社会全体で取り組む
課題として、国が消費者教育等により必要な周知啓発を行い、社会的な合意形成に繋げ

ていくことが不可欠。また、事業主は HP やポスター等を活用し、顧客や取引先、施設
利用者等に対し、カスタマーハラスメントを許さない旨の業務方針を明確に示すととも
に、消費者の権利に配慮し、誠意を持って対応しつつも、必要な場合は毅然とした態度
で対応する等の基本姿勢を周知することも必要。 

・ 消費者等に対して必要な周知啓発を行うことは非常に大切であり、積極的に行っていた
だきたい。 
 

⑶ 就活等セクシュアルハラスメント対策の強化 
①  雇用管理上の措置義務の創設 
・ セクシュアルハラスメント防止指針によって、望ましい取組を定めているにもかかわら

ず、職場のハラスメントに関する実態調査では、３割以上の者が就活セクシュアルハラ
スメントを経験しているというデータが示されていることから、就活セクシュアルハラ
スメント対策を措置義務化すべき。また、就活パワーハラスメントについても措置義務

とすべきである。さらに、学生のみならず求職者全体に対するハラスメント防止の観点
から、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントに限らずあらゆるハラスメント
を対象とすべき。 

・ 雇用されていない方であっても、セクシュアルハラスメントを受けることはあってなら
ない。近年、インターンシップを重視している企業が増えており、参加者の増加、期間
の長期化といった傾向がある中、従業員と学生が接点を持つ機会が増えている。企業と
しても、セクシュアルハラスメント防止の取り組みを進めることは重要と考えている。
事業主の措置を盛り込むことについて異論はない。 
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・ 就活ハラスメントに対して、法整備を進めることは方向性として適当。職場における雇

用管理の延長として捉えるということについて、具体的にどういう範囲を見ていくのか
ということをより詳細に整理する必要があるのではないか。 

・ ハラスメント法制においては、「職場」は「事業場」よりも広く捉えることになってい
るが、就活生には厳密な意味の職場がなく、企業が接触する場面としては、インターン
や OB・OG 訪問など、多くが考えられる。どういった考え方でどういったものを捉えて
いくのか検討が必要。 

・ 職場におけるハラスメントは、雇用関係があることで、被害を回避することが難しいた
めに、ハラスメント被害の発生に繋がるという面があるが、就活生と企業との間の関係
について、どこまで同様の、ハラスメントの発生につながり得る関係ととらえていくか。
具体的には問題事例を踏まえて検討していくべき。 

・  
② 指針等において示すべき事項 

・ 講ずべき措置は、セクシュアルハラスメント対策指針の措置を参考とするのが適当。事
業者の方針等の明確化の対象は、OB、OG 訪問など、雇用する労働者が求職者と接する
あらゆる機会を含めていくべき。行為者の謝罪は必要であるが、謝罪の方法については、
事案の内容や状況、特に被害者の心情に十分な配慮が必要であり、これは職場のセクシ
ュアルハラスメントも同様である。 

・ 国においては、求職者に対し、ハラスメントに該当する行為をしっかりと周知していく
ことに加え、都道府県労働局に設置されている総合労働相談コーナー、大学のキャリア
センター、ハローワークが相談窓口として利用できることを周知していくべき。併せて、
大学のキャリアセンター・ハローワークにおいては、相談内容に応じて都道府県労働局
雇用環境・均等部に相談内容を共有し、それを受けて都道府県労働局が必要に応じて、
助言指導等を徹底することで、求職者へのハラスメントに関するトラブルの解決・再発
防止を図っていくべき。 

 
⑷ いわゆる「自爆営業」についての考え方の明確化 
・ 職場におけるパワーハラスメントスメント３要件を満たす場合にパワーハラスメントに

該当するのはある意味当然。必要があれば、指針に明記すればよいのではないか。 


